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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

 

回次
第73期

第３四半期
連結累計期間

第74期
第３四半期
連結累計期間

第73期

会計期間
自 平成29年３月21日
至 平成29年12月20日

自 平成30年３月21日
至 平成30年12月20日

自 平成29年３月21日
至 平成30年３月20日

完成工事高 (千円) 33,383,412 33,195,748 46,065,679

経常利益 (千円) 2,807,539 2,146,937 3,646,986

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 1,968,762 1,511,148 2,548,547

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 2,337,852 558,741 2,933,103

純資産額 (千円) 25,372,085 26,251,989 25,967,274

総資産額 (千円) 37,004,975 36,197,731 39,191,903

１株当たり四半期(当期)純利益金額 (円) 76.00 57.75 98.15

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － － －

自己資本比率 (％) 68.6 72.4 66.3
 

 

回次
第73期

第３四半期
連結会計期間

第74期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成29年９月21日
至 平成29年12月20日

自 平成30年９月21日
至 平成30年12月20日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 27.36 20.58
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２．完成工事高には、消費税等は含まれておりません。

　　 ３. 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。なお、第１四半期連結会計期間において、株式会社ロードステーション前橋上武を設立し、連

結子会社としております。

 この結果、当社グループは、当社、連結子会社８社により構成されております。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した

「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）業績の状況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益や雇用情勢の改善などを背景に、景気は緩やかな

回復基調で推移しました。一方で、英国のEU離脱交渉の不確実性や米中の貿易摩擦の深刻化、中国経済の成長鈍

化など先行きが不透明であり、わが国経済にマイナス影響を及ぼす懸念が強まっている状況にあります。

　建設業界においては、政府建設投資は高水準を維持し、民間設備投資も企業収益が改善する中で、緩やかな増

加基調を続けており、受注環境は比較的堅調に推移しました。その一方で、技能労働者不足による生産能力の低

下、労務費のコストアップ問題等が長期化してきており、当社グループを取り巻く経営環境の先行きは依然とし

て楽観できない状況にあります。

このような経営環境のもと、当社グループは総力をあげて当社グループの独自の技術・商品を活用した積極的

な営業活動、生産システムの合理化等、他社との差別化を図ってきました。この結果、当第３四半期連結累計期

間の業績は、受注工事高が前年同四半期比5.4％増の392億２千８百万円、完成工事高が前年同四半期比0.6％減の

331億９千５百万円、営業利益が前年同四半期比25.3％減の19億５千３百万円、経常利益が前年同四半期比23.5％

減の21億４千６百万円、親会社株主に帰属する四半期純利益が前年同四半期比23.2％減の15億１千１百万円とな

りました。

 
（2）財政状態の分析

資産の部については、前連結会計年度末比29億９千４百万円（7.6％）減の361億９千７百万円となりました。

主な要因は、受取手形・完成工事未収入金が15億５千８百万円、投資有価証券が９億５千４百万円減少したこと

であります。

負債の部については、前連結会計年度末比32億７千８百万円（24.8％）減の99億４千５百万円となりました。

主な要因は、工事未払金が13億５百万円、未払法人税等が８億３千９百万円、賞与引当金が５億１千９百万円減

少したことによります。

純資産の部については、前連結会計年度末比２億８千４百万円（1.1％）増の262億５千１百万円となりまし

た。主な要因は、利益剰余金が11億９千７百万円増加し、その他有価証券評価差額金が９億１千万円減少したこ

とによります。

 

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。

 

（4）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における研究開発費は１億円であります。なお、当第３四半期連結累計期間におい

て当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 60,000,000

計 60,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成30年12月20日)

提出日現在発行数(株)
(平成31年２月１日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 26,927,652 26,927,652
東京証券取引所
(市場第一部）

単元株式数
100株

計 26,927,652 26,927,652 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成30年12月20日 ― 26,927,652 ― 5,000,000 ― 4,499,820
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載するこ

とができないので、直前の基準日である平成30年９月20日現在の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

   平成30年９月20日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式

 762,400
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

26,139,100
261,391 ―

単元未満株式 普通株式  26,152 ― ―

発行済株式総数 26,927,652 ― ―

総株主の議決権 ― 261,391 ―
 

(注) １　発行済株式はすべて普通株式であります。

２　「完全議決権株式(その他)」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が3,000株（議決権30個）含

まれております。

３　「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式が85株含まれております。

 

② 【自己株式等】

  平成30年９月20日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社ヤマト

群馬県前橋市古市町
118番地

762,400 ― 762,400 2.83

計 ― 762,400 ― 762,400 2.83
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成30年９月21日から平成

30年12月20日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成30年３月21日から平成30年12月20日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成30年３月20日)
当第３四半期連結会計期間

(平成30年12月20日)

資産の部   

 流動資産   

  現金預金 5,297,057 5,109,066

  受取手形・完成工事未収入金 14,250,553 12,692,299

  有価証券 － 722,179

  未成工事支出金等 3,841,259 2,663,436

  その他 989,605 905,463

  貸倒引当金 △3,455 △2,055

  流動資産合計 24,375,020 22,090,391

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物・構築物（純額） 2,500,369 2,417,729

   その他（純額） 2,812,245 2,931,161

   有形固定資産合計 5,312,614 5,348,890

  無形固定資産   

   のれん 120,786 75,491

   その他 491,907 494,687

   無形固定資産合計 612,693 570,178

  投資その他の資産   

   長期性預金 － 55,595

   投資有価証券 8,510,969 7,556,631

   退職給付に係る資産 155,395 337,350

   その他 225,209 238,694

   投資その他の資産合計 8,891,574 8,188,271

  固定資産合計 14,816,882 14,107,340

 資産合計 39,191,903 36,197,731

負債の部   

 流動負債   

  工事未払金 6,228,543 4,923,070

  1年内償還予定の社債 120,000 120,000

  1年内返済予定の長期借入金 17,232 17,483

  未払法人税等 843,986 4,564

  未成工事受入金 1,970,194 2,070,117

  賞与引当金 907,323 388,305

  工事損失引当金 225,370 86,380

  引当金 35,975 36,325

  その他 1,198,253 1,020,054

  流動負債合計 11,546,878 8,666,301

 固定負債   

  社債 120,000 60,000

  長期借入金 380,041 366,922

  役員退職慰労引当金 252,069 265,100

  その他 925,639 587,417

  固定負債合計 1,677,749 1,279,440

 負債合計 13,224,628 9,945,741
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成30年３月20日)
当第３四半期連結会計期間

(平成30年12月20日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 5,000,000 5,000,000

  資本剰余金 4,730,585 4,730,586

  利益剰余金 13,850,756 15,047,922

  自己株式 △244,467 △244,513

  株主資本合計 23,336,874 24,533,996

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 2,050,519 1,140,121

  退職給付に係る調整累計額 579,880 538,918

  その他の包括利益累計額合計 2,630,399 1,679,039

 非支配株主持分 － 38,953

 純資産合計 25,967,274 26,251,989

負債純資産合計 39,191,903 36,197,731
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年３月21日
　至 平成29年12月20日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年３月21日
　至 平成30年12月20日)

完成工事高 33,383,412 33,195,748

完成工事原価 29,551,125 29,862,139

完成工事総利益 3,832,287 3,333,608

販売費及び一般管理費 1,218,593 1,380,336

営業利益 2,613,693 1,953,272

営業外収益   

 受取利息 6,633 9,416

 受取配当金 147,282 166,921

 受取賃貸料 19,859 20,511

 その他 47,392 28,092

 営業外収益合計 221,167 224,942

営業外費用   

 支払利息 10,581 12,458

 賃貸費用 11,673 15,837

 その他 5,066 2,981

 営業外費用合計 27,321 31,277

経常利益 2,807,539 2,146,937

特別利益   

 退職給付制度移行損失戻入益 － 88,653

 投資有価証券売却益 3,090 13,563

 受取保険金 80,000 －

 特別利益合計 83,090 102,216

特別損失   

 固定資産処分損 － 3,043

 事務所移転費用 21,162 －

 特別損失合計 21,162 3,043

税金等調整前四半期純利益 2,869,467 2,246,110

法人税、住民税及び事業税 713,584 420,260

法人税等調整額 187,120 315,748

法人税等合計 900,705 736,008

四半期純利益 1,968,762 1,510,101

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） － △1,046

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,968,762 1,511,148
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年３月21日
　至 平成29年12月20日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年３月21日
　至 平成30年12月20日)

四半期純利益 1,968,762 1,510,101

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 375,189 △910,398

 退職給付に係る調整額 △6,099 △40,961

 その他の包括利益合計 369,090 △951,360

四半期包括利益 2,337,852 558,741

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 2,337,852 559,788

 非支配株主に係る四半期包括利益 － △1,046
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

 連結の範囲の重要な変更

第１四半期連結会計期間より、新たに設立した株式会社ロードステーション前橋上武を連結の範囲に含めており

ます。

 
(四半期連結貸借対照表関係)

 

 　 　受取手形裏書譲渡高

 

 
前連結会計年度

(平成30年３月20日)
当第３四半期連結会計期間

(平成30年12月20日)

受取手形裏書譲渡高 28,563千円 8,391千円
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次の

とおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年３月21日
至 平成29年12月20日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年３月21日
至 平成30年12月20日)

減価償却費 266,647千円 258,568千円

のれんの償却額 －千円 45,294千円
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(株主資本等関係)

 

前第３四半期連結累計期間(自 平成29年３月21日 至 平成29年12月20日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月15日
定時株主総会

普通株式 251,553 10 平成29年３月20日 平成29年６月16日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間(自 平成30年３月21日 至 平成30年12月20日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年６月15日
定時株主総会

普通株式 313,982 12 平成30年３月20日 平成30年６月18日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　前第３四半期連結累計期間(自　平成29年３月21日　至　平成29年12月20日)

当社グループは建設工事業単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省略しております。

 

　当第３四半期連結累計期間(自　平成30年３月21日　至　平成30年12月20日)

当社グループは建設工事業単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省略しております。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年３月21日
至 平成29年12月20日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年３月21日
至 平成30年12月20日)

１株当たり四半期純利益金額    76円00銭 57円75銭

    (算定上の基礎)   

 親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 1,968,762 1,511,148

   普通株主に帰属しない金額(千円) － －

   普通株式に係る親会社株主に帰属する
　　四半期純利益金額（千円）

1,968,762 1,511,148

   普通株式の期中平均株式数（千株) 25,904 26,165
 

(注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。

 

２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成31年２月１日

株式会社　ヤマト

取締役会  御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   福　島　　　力    印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   宮　一　行　男    印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ヤマト

の平成30年３月21日から平成31年３月20日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成30年９月21日から平成30

年12月20日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成30年３月21日から平成30年12月20日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ヤマト及び連結子会社の平成30年12月20日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管している。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていない。
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